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今年 5 月 22、23 日の両日、岡山で開催されました第 25 回日本皮膚悪性腫瘍学会に

おいて、会長の岡山大学皮膚科 岩月教授がシンポジウム「血管肉腫治療ガイドライン

作成に向けて」を企画されました。血管肉腫は稀な悪性腫瘍ですが、極めて予後不良の

腫瘍です。皮膚、特に頭皮に発症することから、皮膚科医が治療責任を負う疾患です。

致死的腫瘍であり、早期に肺、肝臓、骨に転移します。治療法には外科的療法、放射線

療法、化学療法、免疫療法があり、これらを駆使して治療に当りますが、施設により治

療方針や疾患に対する対応はさまざまです。今回、川崎医科大学川崎病院皮膚科部長 荒
川先生とともに、シンポジウムのため血管肉腫に見識の深い 5 施設にお願いして、実施

されてきた治療について報告していただきました。 
 
最初に埼玉医科大学国際医療センター皮膚腫瘍科の田口先生より、日本皮膚外科学会

アンケート調査結果を提示していただきました。2000 年から 2008 年までのアンケー

ト調査で集計された 399 例の解析でした。解析の結果、手術施行例は非施行例より有

意に生存期間が延長していました。手術例のうち切除断端の腫瘍陰性例は陽性例より予

後は良かったとのことです。また、タキサン系抗腫瘍剤を中心とした化学療法もまた有

意な平均生存期間の延長を認めており、adjuvant 療法の可能性が期待できるとしてい

ます。転移例についても化学療法の clinical benefit が示されました。放射線療法につ

いては予想に反して実施例と非実施例とでは有意差がなかったとのことでした。集計解

析による平均生存期間は 17.8 ヶ月で、5 年生存率は 9％と低値でした。最長生存例は手

術と化学療法の併用で 23.4 ヶ月でした。 
 



次に京都府立医科大学皮膚科の竹中先生からは、1988 年から 2008 年までの 21 年間

で経験した 20 例について報告がありました。そのうち 9 年 11 ヶ月の最長生存例に実

施された集学的治療法について詳細な報告がありました。IL-2 免疫療法と電子線療法

の併用療法に効果があるようだとの見解を示されました。なお、全例の平均生存期間は

21.6 ヶ月で前述したアンケート調査の 17.8 ヶ月よりも延長していました。3 年、また

は 5 年生存率についての報告はありませんでした。 
 
３番目に岡山大学皮膚科 浅越先生から過去 15 年に経験した 18 例について報告があ

りました。最初の 5 例は手術療法主体に治療が行われましたが、手術創からの腫瘍再発

や、手術が転移の誘因になったと考えられる症例を経験したとのことで、それ以後の

13 例は放射線療法を中心に、IL-2 またはタキサン系抗腫瘍剤の併用を行いました。18
例中 4 例が 3 年以上生存し、最長は 8 年 6 ヶ月でした。平均生存期間や生存率の提示

はありませんでした。 
 
4施設目として国立がんセンター中央病院皮膚科 山﨑先生から最近25年間に経験し

た 40 症例以上の治療結果について報告がありました。同施設では手術療法が主体で行

われていました。切除できる症例は全て切除する方針で、従来からの拡大切除術を継承

しています。手術創断端部の腫瘍細胞陰性例は陽性例より生命予後は良好で、アンケー

ト調査の報告と一致していました。放射線療法は補助療法として行い、化学療法は遠隔

転移を来した症例のみを対象とし、タキサン系抗腫瘍剤か MAID 療法を実施していま

した。全症例の 3 年生存率は 29.3％、5 年生存率は 17.6％で、前述したアンケート調

査の結果をやや上回っていました。 
 
最後に北里大学からの報告内容を述べます。1987 年より 2008 年までの 21 年間に当

科で治療した脈管肉腫は 71 例で、うちフォローアップしえた症例で頭部原発例 55 例

について検討しました（表 1）。脈管肉腫としているのは当科では血管肉腫とリンパ管

肉腫を分けて分類しているため、両者を総括して脈管肉腫としています。他施設が示し

ている血管肉腫はリンパ管肉腫も含まれ

ており、同じ意味と解釈されます。頭部原

発例のみに限定したのは、頭部が最多の好

発部位であり、部位を限定することで治療

方針を明確にする狙いがありました。一般

に血管肉腫は、従来から拡大切除や副作用

の強い CYVADIC 療法、不十分な放射線療

法が繰り返されてきた経緯があり、予後は

1 年以内と改善されてきませんでした。 



そこで我々は 1987 年より IL-2＋LAK
免疫療法を主体とする治療方針を新たに

導入しました。2000 年までの 19 例を、病

期を問わず免疫療法のみで治療しました

が、その結果、病型や病期を考えずに実施

しても免疫療法の有効性を引き出せない

ことが判りました。そこで新たに病期別治

療指針を立案しました（表 2）。この指針

の初版は 2003 年に日本皮膚科学会誌に掲

載されています。 
 
この指針に準拠して 2001 年以降 36 例を治療しました。頭部脈管肉腫の病期ステー

ジを 3 期にまず分類しました。第Ⅰ期は頭部原発巣のみ、第Ⅱ期は原発巣に所属リンパ

節転移を伴うもの、第Ⅲ期は原発巣に遠隔転移を伴うものにしました。さらに第Ⅰ期原

発巣のみをⅠa：原発巣が小病変のみの場合、Ⅰb：病変が多発または拡大しているもの、

Ⅰc：病変の大小を問わず顔面へ拡大している場合とに亜分類しました。Ⅰa とⅠb は免

疫療法と外科的切除の適応とし、結節型や潰瘍型の腫瘤は難治性のため積極的に小範囲

に切除することにしました。顔面へと拡大したⅠc ですが、眼球への浸潤を早期に予防

するために、積極的に電子線による放射線療法と化学療法を実施しました。第Ⅱ期のリ

ンパ節転移巣に対しては、さらに X 線照射を行いました。この第Ⅱ期までは放射線療

法で十分な加療を心がけ、同時に化学療法とくにタキサン系抗腫瘍剤の長期継続投与で

再発予防に努め、完治を目指します。第Ⅲ期は遠隔転移巣があるため、完治は困難と考

え、QOL を保ちつつ、しかし出来るだけ腫瘍抑制の努力をします。とくに肺転移は死

に直結しますので、血気胸であれば積極的に胸腔内化学療法を行いました。 
  
それぞれの治療法には腫瘍の特性に基づいて詳細な実施条件を設定しました。外科的

切除は切除自体が外傷であり、腫瘍を誘発する危険性が高いため、最小限の範囲にとど

め、誘発予防のために免疫療法の併用を行いました。進展例においては局所的な外科的

切除や効果発現に時間がかかる免疫療法は行わず、代わりに、即効性の高い電子線療法

を症例ごとの適正に合わせ、照射出力、照射範囲、照射量、照射深度を設定しました。

照射量ですが、不十分な照射は放射線抵抗性腫瘍の再発を誘起するために、総量 70Gy
以上の大量照射としました。次に化学療法ですが、高齢者の多い血管肉腫例でも外来通

院治療が可能なタキソイド系抗腫瘍剤の低用量投与を選択しました。ドセタキセル

40mg、またはパクリタキセル 80mg の weekly 療法を基本とし、再発予防に主眼をお

き最低 6 ヶ月間継続しました。 
 



治 療 成 績 で す が 、 生 存 期 間 を

Kaplan-Meier 法で比較解析しました（図

1）。3 年生存率は 2000 年までの免疫療法

中心の 19例では 16％であったのに対して、

2001年以降の病期別治療指針による36例

では 42％と顕著に改善しました。5 年生存

率は低下しましたが20％を維持しました。

他施設よりもよい結果が得られていると

思われます。病期別に生命予後を検討する

と、病初期の方が延命率は高く、病期が進

めば低下することが明らかでした（図 2）。
このことは早期に診断・治療することがい

かに重要であるかを示唆しています。主な

死因は肺転移で、当科では 81％に達し（図

3）、これに対する対応が予後改善には重要

と思われます。我々は肺転移による血気胸

に対して胸腔内化学療法（表 3）を積極的

に実施することで生命予後改善に努めて

います。 

 
シンポジウムを総括してみますと、施設により血管肉腫の認識の違いや、治療体制の

差異があり、治療ガイドライン作成のためには各施設のマンパワーの充実、化学療法の

経験、放射線科との意思統一などの問題点を解決する必要があるように思われました。

今後、治療内容を充実するためには拠点病院構想も視野に入れ、有識者のグループによ

る更なる検討が望まれます。 
以上、第 25 回日本皮膚悪性腫瘍学会シンポジウム１「血管肉腫治療ガイドライン作

成に向けて」の概略をご報告させていただきました。 


